
議案第 67 号 

 

 

平 成 2 8 年 度 屋 久 島 町 介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 ２ 号 ） 

 

 

平成 28 年度屋久島町の介護保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 37,380 千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

1,452,900 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

 

 

平 成 2 8 年 ９ 月 ６ 日 提 出 

屋久島町長   荒 木  耕 治 

 

 

  



第１表　歳入歳出予算補正

項

歳  入

款 補正額 計

（単位：千円）

補正前の額

 4  支払基金交付金 362,832 1,158 363,990 

 1  支払基金交付金 362,832 1,158 363,990 

 8  諸収入 2,540 127 2,667 

 3  雑入 2,537 127 2,664 

 9  繰越金 274 36,095 36,369 

 1  繰越金 274 36,095 36,369 

歳　入　合　計 1,415,520 37,380 1,452,900 
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04 介護保険事業特別会計



項

歳  出

款 補正額 計

（単位：千円）

補正前の額

- 2 -

 1  総務費 99,162 0 99,162 

 3  認定審査会総務費 6,609 2 6,611 

 4  認定審査会費 14,653 △2 14,651 

 4  基金積立金 0 24,959 24,959 

 1  基金積立金 0 24,959 24,959 

 5  諸支出金 374 12,294 12,668 

 1  償還金及び還付加算金 374 12,294 12,668 

 6  地域支援事業費 40,782 127 40,909 

 1  介護予防事業費 4,919 △1,620 3,299 

 2  包括的支援事業費 16,788 70 16,858 

 3  任意事業費 2,653 △70 2,583 

 4  介護予防・生活支援ｻｰﾋﾞｽ 11,626 567 12,193 

    事業費

 5  一般介護予防事業費 4,736 1,180 5,916 

歳　出　合　計 1,415,520 37,380 1,452,900 

04 介護保険事業特別会計



 



２．歳　　入 -4-

（款）  4 支払基金交付金 （項）  1 支払基金交付金 （単位：千円）

目 計補正前の額 補正額
区分 金額

説　　　　　　　明
節

358,202 1 介護給付費交付金 1,146357,056 1,146介護給付費交付金分 2 過年度分 1,146

5,788 2 地域支援事業支援交付金 125,776 12地域支援事業支援交付金分 2 過年度分 12

363,990362,832 1,158計

（款）  8 諸収入 （項）  3 雑入

2,662 3 雑入 1272,535 127総合事業利用者負担金 1 雑入 127

2,6642,537 127計

（款）  9 繰越金 （項）  1 繰越金

36,369 1 繰越金 36,095274 36,095前年度繰越金 1 繰越金 36,095

36,369274 36,095計



３．歳　　出

（単位：千円）（款） （項）  3 認定審査会総務費 1 総務費

説　　　　　　　明

節

区　分一般財源 金　額
目

その他

特　定　財　源

補正額の財源内訳

計

国県支出金 地方債

補正前の額 補正額

26,611 1 認定審査会総 26,609 2普通旅費 9 旅費 2

   務費

6,6116,609 2計 2

（款） （項）  4 認定審査会費 1 総務費

△214,651 1 認定審査会費 △214,653 △2介護認定審査会委員報酬 1 報酬 △2

14,65114,653 △2計 △2

（款） （項）  1 基金積立金 4 基金積立金

24,959 1 介護給付費準 24,9590 24,959 24,959介護給付費準備基金積立金25 積立金 24,959

   備基金積立金

24,9590 24,959計 24,959

（款） （項）  1 償還金及び還付加算金 5 諸支出金

12,295 2 国・県・支払 12,2941 12,294 12,294償還金23 償還金利 12,294

   基金負担金等    子及び割

   償還金    引料

12,668374 12,294計 12,294

（款） （項）  1 介護予防事業費 6 地域支援事業費

△4252,636 1 一次予防事業 △1,2303,866 △461 △344 △250社会保険料 4 共済費 △250

   費 △800看護師賃金 7 賃金 △800

△90普通旅費 9 旅費 △90

△50修繕料11 需用費 △50

△40通信運搬費12 役務費 △40

△135663 2 二次予防事業 △3901,053 △146 △109 △390介護予防教室委託料13 委託料 △390

   費

3,2994,919 △1,620計 △607 △453 △560
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 6 地域支援事業費   1 介護予防事業費  4 介護保険事業特別会計
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（単位：千円）（款） （項）  2 包括的支援事業費 6 地域支援事業費

説　　　　　　　明

節

区　分一般財源 金　額
目

その他

特　定　財　源

補正額の財源内訳

計

国県支出金 地方債

補正前の額 補正額

2911,632 1 包括的支援事 7011,562 41 △157高齢者ネットワーク会議委員 1 報酬 △157

   業費 報酬

△60講師謝礼 8 報償費 97

157委員謝礼

160普通旅費 9 旅費 90

△70費用弁償

40研修会等受講料19 負担金補 40

   助及び交

   付金

16,85816,788 70計 41 29

（款） （項）  3 任意事業費 6 地域支援事業費

△291,431 1 地域包括支援 △701,501 △41 60講師謝礼 8 報償費 60

   センター運営 △160普通旅費 9 旅費 △90

   事業費 70費用弁償

△40研修会等受講料19 負担金補 △40

   助及び交

   付金

2,5832,653 △70計 △41 △29

（款） （項）  4 介護予防・生活支援ｻｰﾋﾞｽ事業費 6 地域支援事業費

13511,608 1 介護予防・生 51711,091 146 236 390介護予防教室委託料13 委託料 1,665

   活支援ｻｰﾋﾞｽ 1,275介護予防・生活支援サービス

   事業費 事業委託料

△1,148介護予防サービス給付費負担19 負担金補 △1,148

金   助及び交

   付金

18585 2 介護予防ｹｱﾏﾈ 50535 18 14 50消耗品費11 需用費 50

   ｼﾞﾒﾝﾄ事業費

12,19311,626 567計 164 250 153



（款） （項）  5 一般介護予防事業費 6 地域支援事業費

説　　　　　　　明

節

区　分一般財源 金　額
目

その他

特　定　財　源

補正額の財源内訳

計

国県支出金 地方債

補正前の額 補正額

4075,916 1 一般介護予防 1,1804,736 443 330 250社会保険料 4 共済費 250

   事業費 800看護師賃金 7 賃金 800

90普通旅費 9 旅費 90

40通信運搬費12 役務費 40

5,9164,736 1,180計 443 330 407
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 6 地域支援事業費   5 一般介護予防事業費  4 介護保険事業特別会計



１．特　　　別　　　職

報　酬 給　料 期末手当（千円） 地域手当 寒冷地手当 その他の手当 計

（人） （千円） （千円） 年間支給率（月分）（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

長　等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

議　員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 66 6,450 0 0 0 0 0 6,450 0 6,450

計 66 6,450 0 0 0 0 0 6,450 0 6,450

長　等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

議　員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 34 6,291 0 0 0 0 0 6,291 0 6,291

計 34 6,291 0 0 0 0 0 6,291 0 6,291

長　等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

議　員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 △ 32 △ 159 0 0 0 0 0 △ 159 0 △ 159

計 △ 32 △ 159 0 0 0 0 0 △ 159 0 △ 159

給　　与　　費　　明　　細　　書

介護事業

区　　分
職員数

給　　　　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　　　費
共済費 合計

備　考

　２．この表は報酬又は給料をもって支弁される特別職の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載すること。

　３．給与費欄のその他の手当欄に記載した場合は、備考欄に当該手当の内容を具体的に記載すること。

補正前

補正後

比　較

　１．長等とは、町長、副町長をいい、その他の特別職とは長等及び議員以外の特別職をいう。


